
厚生労働部会勉強会次第

平成 22年 1月 27日 (水 )

10時半 党本部 702号 室

【議題】

厚生労働関係平成 21年度第二次補正予算案及び平成 22年度予算案
「医療関係 (診療報 Ellll改 定 。高齢者医療制度・協会けんぽ・新型インフ

ルエンザ対策等)」 について

一、開会 加藤 勝信 部会長

一、 厚生労働関係平成 21年度第二次補正予算案及び平成 22年度予算

案「医療関係 (診療報酬改定 。高齢者医療制度 。協会けんぽ 。新型イン

フルエンザ対策等)」 について

(説 明)厚生労働省

(質疑・応答 )

一、閉会

【厚生労働省出席者】

健康局   正 林 結核感染症課新型インフルエンザ対策室長
〃    中 崎    〃 課長補佐

大臣官房  宮 崎 総務課企画官

保険局   渡 辺 医療課 保険医療企画調査室長
〃    吉 岡 高齢者医療課長
〃    吉 田 保険課長

医薬食品局 光 岡 血液対策課企画官



平成21年度厚生労働関係第二次補正予算案・

平成22年度厚生労働関係予算案【医療関係

(診療報酬改定日高齢者医療制度・協会けんぱ・

新型インフルエンザ対策等)】 について

厚生労働省 保険局・健康局

平成22年可月27日 (水 )
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第4質の高い医療サービスの実現

診療報酬について、10年ぶりにネットプラス改定を行うとともに、医療保険の厳しい財政状

況に鑑み、各医療保険制度において、保険料の上昇を抑制するための必要な措置を講ずる

ことにより、国民皆保険制度を守る。また、救急医療・国産期医療の体制整備、医師等の人材

確保、地域における医療連携体制の強化などを通じ、地域医療の課題を解決し、国民に質の

高い医療サービスを提供する。

1 国民皆保険の堅持 9兆4,442億円(9兆 139億円)

(1)診療報酬 の改 定         9兆 4,043億円 (8兆9,906億 円 )

医療の危機的な状況を解消し、国民に安心感を与える医療を実現するため、配分の見直
しや後発品の使用促進を図りつつ、10年ぶりにネットプラス改定を行う。

全体改定率 +019%
診療報酬改定 (本体 )

各科改定率

薬価改定等

薬価改定

材料価格改定

改定率 +1.55%
医科  +1.74%
(入院: +3.03%外 来:+0.31%)

歯科  +2.09%
調剤  +0.52%

改定率 ▲1.36%
▲1.23%(薬価ベース ▲5.75%)
▲0、 13%
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医科については、急性期入院医療に概ね4,000億 円程度を配分することとする。また、
再診料や診療科間の配分の見直しを含め、従来以上に大幅な配分の見直しを行い、救急・

産科・/1ヽ児科・外科の充実等を図る。
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(2)協会けんぱの国庫負担割合の引上げ等
急激な収支悪化の状況等に鑑み、下記の措置を講ずることにより、平成22年度の保険料

率の上昇を約0,6%抑制する。

①。財政再建のための特例措置(平成24年度まで)(一部再掲・前ページ参照)

8,283億円(6,783億 円)

・ 被用者保険に係る後期高齢者支援金の3分の1(平成22年度は9分の2)を総報酬害1

とする。
。国庫補助率を13%から164%に引き上げる。(平成22年 7月 実施)

。3年間で財政均衡を図ることとし、21年度末の赤字額についてはこの期間内に償還
する。

②健康保険組合等への支援措置              322億 円(163億円)

健康保険組合等における前期高齢者納付金等の負担ll.X減を図るため、高齢者医療運
営円滑化等 rli業を大幅に拡充する。

(4)後期高齢者医療制度の廃止までの措置 77億円 (70億円)

後期高齢者医療制度廃止後の新たな制度のあり方について「高齢者医療制度改革会議」
における検討等を進めるとともに、廃止までの間、健診受診率の向上等の改善を図る。

○高齢者医療制度の保険料の上昇を抑制する措置等

平成21年度第2次補正予算案 (2,902億 円)において、以 下の高齢者の負担軽減措置
に係る経費を計 上するとともに、平成22年度の保険料の上昇を抑制するための措置を別

途講じる。

①70歳から74歳までの患者負担割合の引き_Lげ (1害1→ 2害1)の凍結

②被用者保険の被扶養者であった方の保険料軽減の継続 (均等害19割軽減 )

③所得の低い方の保険料軽減の継続 (均等割9割、8.5割、所得割5割軽減 )
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(千茂 22年度予算大臣折街資料)

協会けんぽの国痺負担及び榊 酬決定について

1 協会けんぽの国津負担
主にヤ′

1ヽ企業の従業員とその家族を加入者とする医療保険である協
会けんぽについて、そのた激な机え恙化の状況及び現下の厳 しい各済
情勢に鑑み、保険料の大幅な負担増を押牛1し つつ財政再定を図るため、
以下の措置を詩ずることにより、千戌 22年度の保険料率のヨ|き 上げ
幅を的 0.6%縮′]ヽ させるc

(1)財政再定のための特例措置

千茂 22年度から千戌 24年度までの間、以下の特例浩置を講ずる。
・ 後期高給オ夫検金について、国民健康保険と被月オ保険との間

ではか入者割を維持 した上で薇用者保険内の負担方法を変史し、
彼用者保険に係るえ検全鑢額の3分の1(千戌 22年度について
は9分の2)の額を機幸即馴客1と する。

・ 千戌22年 7月 以降、協会けんぽの国痒補助率を13%か ら164%
にヨ|き 上げる。その所妥額の半額程度は、協会けんぽへの後期高
給考え抜金に係る国津補助のうちに報酬割の導入に伴い生ずる
910億円程度 (千戌 22年度は610億円程度)を 活用する。

・ 協会けんばについては、単年度楓え均衡原貝1の特例措置として
3年間で財政均衡を図ることとし、21年度末の赤字額については
この期間内に償還することとする。

(2)健康保険鈴 等へのえ抜措置

健康保険江合等における前期高給オ訥付金等の負担軽減を図る
ため、高給オ医療理学円滑化等事業を大幅に拡充する (千茂 22年
度は 160億 円程度を逍加的に措五)。
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2 診碁報酬女定

千戌 22年度診碁報酬次定においては、我が国の医碁が五かれてい

る危機的な状況を解消し、国民に安`む 感を与える医碁を実現 していく
ため、厳 しい経済環党や保険財政の下ではあるが、配分の几直しや後
芥品の使用促進を図りつつ、診碁報酬本体のヨ1上げを行 う。

(1)診碁親酬次定 (本体 )

決定率  +1.55% (ネ ット +0.19%)

各科次定率  医科  +1 74%
歯科  +2.09%
調斉1  +0.52%

医科については、急性期入院医碁に43tね 4,000億 円程度を配分
することとする。また、再診料や診奉科間の配分の几直しを合め、
従来以上に大幅な配分の几直しを行い、救急・産科・小児科・外
科の充実等を図る。

(2)薬価 旋定等

夜定率  ▲ 1.36%

薬価友定   ▲ 1 23%鮮 価ベース   ▲ 5.75%)
材料価格夜定 ▲0 13%

なお、万1途、後芥品の五き換え効果の精算を行 う。
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平成22年度の協会けんぼの国庫補助等のイメージ

<現行>
・後期支援金は加入者割

<平成22年度>
・後期支援金の1ノ3について総報酬割 (7月 ～(8/12か月分))

・前期+若人への国庫補助率16.4%(7月～(8/12か月分))

後期
{75歳 以上)

前 期

{65歳 以上

75歳未満 )

+
若人

165歳未満 )

rl[酬 1

{ヽ 報酬沖「 ■う腱担 Jr■ 肖11減

ヨ▲6哺円

断呻
充 当

12i慶も僣言
度

「
″
科
Ｌ
．

純 1曽

6101t円

23年度、24年
920億 円

総報酬割による
支援金増加分

健保組合 +330億

′

健保組合等ヘ

の国の支援
約160億円
→約320億 円

度
〕

|

Ⅲ
!

16.4%

<今回の特例措置のポイント>
。国は、協会けんぼの国庫補助率ヨ1上げの所要財源の半分を真水 (純増)で確保
。後期支援金の総報酎‖害」によって削減した国庫補助は、協会けんぼの国庫補助率ヨ1上げに充当
・負担能力に応じた費用負担であり、財政力の弱しヽ健保組合にとっても負担滅 (約550組合で負担減)
。前期高齢者納付金の負担軽減を図るため、国による健保綱合等へのす援を,2年慮におしヽて倍憎

― ― ―― …―… ――′
′

<平成 20年政管健保支援特例法案のポイン ト>
・シーリング対策 (社会保障費▲22∞億円の一環)

・一定の財政力がある健保組合等が一方的に負担

(参考)平成20年政管健保支援法案の場合
16.4%

後期
(75歳以上)

前 期

(65歳以上
75歳 未満)

+
若人

{65歳未満 )

164%

く健保組合・共済>



現行高齢者医療制度の

平成21年度 2次補正において平成22年度も以下の措置を実施

合計:2,902億円

①70歳～74歳の窓口負担を1割に軽減する措置の継続
(2,075億円)

負担軽減措置
【平成20年 4月 ～】

の継続

１
０
１

②後期高齢者医療制度における被用者保険の被扶養
者の保険料負担を9割軽減とする措置の継続
(2741は 円)

※5割部分は地方負担であり、別途、地方財政措置を
講じる。

③後期高齢者医療制度における低所得者の保険料
軽減措置の継続
(5431菫

「
])

(A)均等割の7割軽減世帯のうち、後期高齢者医療制度の被

保険者全員が年金収入80万円以下 (その他各種所得が

ない)の場合に9割軽減とする

(B)均等割の7割軽減を受ける方((A)に該当する方を除く。)

を85割軽減とする

(C)所得割を負担する低所得者について、所得害1を5割軽減

する

【3割】

本来保険

均等害」

9害」減

均等吉」

5割減寺

21年 4月

み覇階筆減廉婁需黛覇品L。万円以下の場合)レ ′
′

′

22年4月

―
―

応
能
分

〔所
得
割
〕
　

ゝ
′

(C

応
益
分

〔被
保
険
者
均
等
割
〕

1  211万円

192 5万 円

|

1【3割】
J― ― ― ― ―

1艦
]置で凍結)】

I

70歳          7

地方負担
(法律上の措置 )

8.5割軽臓

______L___

9割軽減

(A)

80万円
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第5健康で安心できる生活の確保

現在流行している新型インフルエンザのワクチン接種体制の整備、肝炎など患者の負担が

重い疾病等についての支援策の拡充、生活習慣病や難病などの各種疾病対策を進めるとと

もに、感染症に対する健康危機管理の強Jし 、薬害再発防止のため、医薬品。医療機器の安

全対策を強化し、有効で安全な医薬品・医療機器を迅速に提供するための対策を推進する。

また、国民の健康被害防止を踏まえ、輸入食品の安全対策、残留農薬、食品添加物、容器包

装等の安全性の確保など食品安全対策を推進する。

1 新型インフルエンザ対策 116億円(144億 円)

(1)医療提供体制の構築等

①医療提供体制の整備
55億円 (8.7億 円)

41億円(7.1億円)

新型インフルエンザ患者を一般医療機関においても受け入れることができるよう、病床

や院内感染防止のための施設。設備 (人工呼吸器等)に対する支援を行う。さらに新型イ

ンフルエンザ対策として、地域における行動計画や医療体制が円滑に機能するよう、都道

府県等において対策協議会を設置するなど地域全体で行う総合的な取組に対して支援
するとともに、新型インフルエンザの患者等を受け入れる感染症指定医療機関の運営を支

援する。

②新型インフルエンザワクチンの買上(新規) 10億円

新型インフルエンザに対応するための新型インフルエンザワクチンを製造し、買上を行

つ。

③抗インフルエンザウイルス薬、新型インフルエンザワクチン等の適切な備蓄.3.6億
円(1.6億 円)

厚生労働省において備蓄する抗インフルエンザウイルス薬 (タミフル3,000万人分、リレン
ザ300万人分)、 新型インフルエンザワクチン等を適切に保管する。
※国の備蓄とは別に、都道府県において、タミフル1,050万人分を備蓄しており、平成23年

度までに1,330万 人分を追加備蓄する予定である。また、リレンザについても、平成23年

度までに133万人分を備蓄する予定である。
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1  平成21年度第2次補正予算案において下記の事業に要する経費を計上。(1,173億 円)

l  
①
り男判 季♭督郭繁軍繁型菫司建霧犠葡馨鷺轟

要する全国民分の新型イ
l  ②低所得者に対し新型インフルエンザフクチンの接種費用を助成する。
l  ③新型インフルエンザ患者を受け入れる医療機関において必要な設備 (人工呼吸器等)

|   を整備する。

(2)迅速かつ的確な検疫実施のための体制強化(新規) 1.1億円
現在、世界的に大流行している「新型インフルエンザ (A/HlNl)」 の強毒化や世界各地で

発生している致死性の高い鳥インフルエンザ(H5Nl)が 、ヒトからヒトヘ感染する「新型インフ

ルエンザ (H5Nl)」へと変異することが危惧されている状況を踏まえ、検疫所における水際対

策を充実強化するため、検疫業務研修を実施し、検疫に対応できる職員の確保等を推進す

る。
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新型インフルエンザ対策 医療機関の施設口設備の整備
(平成22年度予算案 :33.9億円/平成21年度第2次補正予算案 :16億円)

1

0
1

新型インフルエンザ患者入院医療機関施設・設備 (24.2億円/7.9億円)

(事業内容 )

新型インフルエンザ発生時に患者を受け入れる感染症指定医療機関や入院医療を担当する一般
医療機関において必要な施設及び設備の整備を行い、円滑な医療の提供ができる体制整備を行う。

(補助対象施設・設備 )

・陰圧病床 (簡易陰圧装置を用いた陰圧対応病室)の整備 (※ 21年度2次補正は、設備整備のみ)

・人工呼吸器  ・個人防護具 (PPE)

(実施主体)都道府県    (補 助率)1/2

感染症外来協力医療機関設備 (9.7億円/8.1億円)

(事業内容 )

一般医療機関における外来部門において、新型インフルエンザに感染している可能性がある者と
それ以外の患者に感染が及ばないよう十分な感染防止措置を行うための設備整備を行う。

(補助対象設備 )

・HEPAフィルター付パーティション  ・HEPAフィルター付空気清浄機

(実施主体)都道府県    (補 助率)1/2



|

新型インフルエンザワクチン開発・生産体制の抜本強化(950億円)

[目標]全国民分の新型インフルエンザワクチンを約半年で生産可能な体制を構築。

○ 細胞培養法を開発することにより、現在の

ン生産期間を約半年に短縮する。

○ 細胞培養法の開発期間中は、国内企業の鶏卵培養法での生産能力等を強化する。

○ 有効性や利便性の高い「第3世代ワクチン上の開発を推進する。

*「第3世代ワクチン」の開発 :感染防止を可能とする経鼻ワクチン、容易に投与可能な経ロワクチン、抗原量削減のためのアジュバント

などの開発を想定。

ヽ

′
瞳

O
1

卵での生産 (1年半～2年 )

B11口
l

:

細胞バンク

細胞培養での生産 (約半年)

幸
細胞・ウイルス培養 ウイルスの精製

ウイルスの不活化等
ワクチン


